
証券コード：3454

第16回定時株主総会招集ご通知

開催日時 2020年２月26日（水曜日）午前10時
受付開始時刻  午前  9時15分

開催場所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号
ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス　ホール１

決議事項 議案　取締役５名選任の件
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◎本招集ご通知に際して株主の皆様に提供すべき書類のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体
制の整備に関する事項」及び「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、連結計算書類の
「連結注記表」並びに計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基
づき、以下の当社ウェブサイトに掲載しておりますので本招集ご通知の提供書面には記載しておりませ
ん。
なお、本招集ご通知の提供書面に記載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査役が監
査報告を、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査し
た事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を以
下の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

◎株主総会決議ご通知につきましては、書面によるご送付に代えて、以下の当社ウェブサイトに掲載させて
いただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト　https://www.firstbrothers.com/ir/meeting.html
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証券コード　3454
株主各位 2020年２月５日

東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

ファーストブラザーズ株式会社
代表取締役社長 吉 原 知 紀

第16回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第16回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあ
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2020年２月25日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日時 2020年２月26日（水曜日）午前10時
　※受付開始時刻は、午前９時15分を予定しております。

2 場所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号　ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス　ホール１
　※末尾の会場ご案内図をご参照ください。

3 目的事項 報告事項　１．　第16期（2018年12月１日から2019年11月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．　第16期（2018年12月１日から2019年11月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項　議案　取締役５名選任の件
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

1

株主の皆さまへ



提供書面

事業報告（2018年12月１日から2019年11月30日まで）

1 企業集団の現況
(1）当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中、各種政策の効果もあって、緩やかな
回復基調で推移しました。一方、消費税率引き上げ後の消費者マインドの動向に加え、通商問題を巡る動向、中
国経済の先行き、英国のEU離脱等の海外経済の動向や金融資本市場の変動の影響等から、先行きの不透明感に留
意する必要があります。
　不動産売買市場におきましては、依然として低水準にある資金調達コストを背景に、国内外の投資家の投資意
欲は旺盛であり、不動産の取得競争は激しく流動性の高い状態が継続しております。
　このような事業環境の中、当社グループは、不動産投資案件に対する目利きやバリューアップの実績を活か
し、十分な投資リターンが見込める投資案件を取得するとともに、保有する賃貸不動産の賃貸収益を向上させる
施策を実施しました。加えて、2019年４月に東北エリアにおいて多数の優良な賃貸不動産を保有運営している
株式会社東日本不動産をグループ会社化し、グループ全体の賃貸不動産ポートフォリオをより一層拡充しまし
た。これらにより、当連結会計年度における当社グループの賃貸不動産は簿価ベースで44,340,028千円（前期
比30.4％増）となり、賃貸不動産からの賃貸収益も大幅に増加しました。
　賃貸不動産ポートフォリオの拡充を進めるなか、入れ替えの観点から一部の賃貸不動産を売却しました。売却
に際しては、バリューアップの状況等を勘案して売却物件を選定しており、当連結会計年度においては控えめな
売却計画であったものの、概ね期初の見込みに沿った売却を実現できました。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高19,838,417千円（前期比9.3％減）、営業利益3,462,511千
円（前期比32.5％減）、経常利益2,810,215千円（前期比40.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益
2,183,385千円（前期比24.3％減）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。
（投資運用事業）
　投資運用事業につきましては、新規にアセットマネジメント業務を受託したことにより、アセットマネジメン
トフィーが増加したこと等から、売上高は181,840千円（前期比52.2％増）、営業利益は61,914千円（前期比
67.7％増）となりました。
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（投資銀行事業）
　投資銀行事業につきましては、賃貸不動産ポートフォリオを順調に積み上げ、そこから得られる賃貸収益が前
期比で大幅に増加しました。一方、ポートフォリオ入れ替えに伴う物件売却は、概ね期初の見込みに沿って実現
できたものの控えめな売却計画であったことから、前期比では売却収入及び売却利益が減少しました。以上の結
果、売上高は19,744,298千円（前期比9.5％減）、営業利益は4,248,779千円（前期比27.5％減）となりまし
た。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度において重要な設備投資はありません。

③　資金調達の状況
　当社グループは、当連結会計年度におきまして、不動産（不動産信託受益権を含む）及び株式等の取得資金と
して、金融機関より長期借入金17,966,000千円の資金調達を行いました。

④　他の会社の株式その他の持分の取得又は処分の状況
　2019年４月26日付で、株式会社東日本不動産の株式を取得したことから、当社の連結子会社としております。
　2019年９月19日付で、合同会社ふじのくに小山土地建物に対し匿名組合出資したことにより重要性が高まっ
たことから、当社の連結子会社としております。

3
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(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区　　　　　分 第　13　期
(2016年11月期)

第　14　期
(2017年11月期)

第　15　期
(2018年11月期)

第　16　期
(当連結会計年度)
(2019年11月期)

売 上 高 (千円) 14,606,132 18,766,472 21,864,175 19,838,417

経 常 利 益 (千円) 3,662,361 3,060,610 4,700,054 2,810,215
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 2,287,522 2,048,664 2,885,993 2,183,385

１株当たり当期純利益 (円) 162.33 146.21 205.97 155.83

総 資 産 (千円) 36,072,210 39,153,053 48,043,703 63,869,019

純 資 産 (千円) 9,885,378 11,610,206 14,283,284 16,296,732
１株当たり純資産 (円) 705.51 828.61 1,019.34 1,155.85
(注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産は、自己株式を控

除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。
２．2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第13期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区　　　　　分 第　13　期
(2016年11月期)

第　14　期
(2017年11月期)

第　15　期
(2018年11月期)

第　16　期
(当事業年度)
(2019年11月期)

売 上 高 (千円) 3,533,854 1,425,546 4,361,502 4,937,640

経 常 利 益 (千円) 2,864,195 706,919 3,543,732 3,967,910

当 期 純 利 益 (千円) 1,735,121 625,688 2,750,912 3,789,076

１株当たり当期純利益 (円) 123.13 44.65 196.33 270.42

総 資 産 (千円) 10,422,782 9,870,786 14,547,134 27,095,329

純 資 産 (千円) 8,838,464 9,144,618 11,682,455 15,203,817
１株当たり純資産 (円) 630.79 652.64 833.76 1,085.08
(注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産は、自己株式を控

除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。
２．第13期において、合計216,631株の自己株式を取得しております。
３．2017年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っておりますが、第13期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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(3）重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
（千円）

当社の議決権比率
(間接所有割合） 主要な事業内容

ファーストブラザーズキャピタル株式会社 120,000 100.0％ 投資銀行事業

ファーストブラザーズ投資顧問株式会社 50,000 100.0 投資運用事業

ファーストブラザーズディベロプメント株式会社 50,000 100.0 投資銀行事業

株式会社東日本不動産 50,000 99.6 投資銀行事業

（注）株式会社東日本不動産は、2019年４月26日付で株式を取得したことから、重要な子会社に含めております。

③　親会社等との間の取引に関する事項
　該当事項はありません。

5
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(4）対処すべき課題
　当社グループは、急速に変化していく資産運用ビジネスの分野において、「最高のプロフェッショナルであり
続ける」という企業理念のもと、「クライアントファースト」、「パフォーマンスファースト」、「コンプライ
アンスファースト」を行動規範とし、豊富な知識と経験によって培われたノウハウを活かし、既存の考え方にと
らわれない、時代の流れに応じた柔軟な発想で業務に取り組んでおりますが、長期的かつ持続的な成長を実現す
る観点から、以下の項目を対処すべき課題として認識しております。

①不動産市況に左右されにくい収益体制の構築について
　当社グループの業績は、不動産市況、特に不動産売買市況の変動等により大きく左右される傾向があります。
そのため、当社グループは、安定的に収益を出すことの必要性を強く認識しております。
　不動産売買市況に左右されにくい収益基盤を確立するため、当社グループは、投資銀行事業において、自己資
金により、中長期的に安定収益を見込むことができる優良な賃貸不動産の取得を積極的に行っており、複数物件
からなるポートフォリオとしてこれを拡充しております。不動産売買市況と異なり、不動産賃貸市況の変動は比
較的小さいため、それらから得られる賃貸収益は当社グループの安定収益となっており、既に当社グループの販
売費及び一般管理費を一定程度カバー可能な水準に達しております。
　また、当社グループはこれまでのところ、オルタナティブ投資分野において主として不動産又は不動産信託受
益権を対象として投資・運用事業を展開してまいりました。しかし、今後のグループ全体の更なる発展に向けて
は、これまでの事業領域から、当社グループの強みを活かせる他の分野へと事業の対象を広げていく必要がある
と認識しております。これまでに培ってきた当社グループの強みとして、資産のオフバランス化や流動化、証券
化手法の知識経験はもとより、不動産投資の目利きやバリューアップの実績、これらの活動を通じて築いた顧客
や金融機関等関係各社からの信頼、幅広い営業チャネル等が挙げられます。当社グループは、こういった事業プ
ラットフォームを活用して、再生可能エネルギー関係分野への投資や、ベンチャー企業投資などの投資活動、さ
らには、事業再生支援やＭ＆Ａに係る助言等を含む各種コーポレートアドバイザリーサービスの提供を行ってお
ります。
　このように、当社グループの強みを活かし、より広範な投資対象を捉えた投資運用ビジネスを展開し、さらに
は、関連するビジネス分野に事業の裾野を広げていくことが、長期的かつ持続的な企業成長を達成するために必
要であると考えております。

②優秀な人材の確保と社内育成、流出の防止について
　当社グループの顧客に対する投資サービスの提供及び自己勘定投資は、オルタナティブ投資やファイナンスに
かかる専門的知識はもとより、豊富な業務経験やノウハウの裏付けがあって初めて実現するものであります。当
社グループには、弁護士や公認会計士、不動産鑑定士、一級建築士といった専門性の高い人材や、日本における
不動産証券化ビジネスの黎明期から当該分野で活躍してきた経験豊富な人材が多数所属しており、当社グループ

6
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の業務において中心的な役割を担う優秀な人材の厚みは、現在の当社グループの大きな強みであると考えており
ます。
　今後においても、継続的に質の高いサービスの提供及び自己勘定投資による利益成長を実現していくために、
十分な経験を積んだ専門性の高い人材を確保する他、未経験であっても有望な若手を採用し、社内において教育
を行うことにより、優秀な人材を育成していくことが当社グループの重要な課題であると認識しております。ま
た、当社グループが属する業界は比較的人材の流動性の高い業界ではありますが、従業員のモチベーションを高
めるような人事制度や働きやすい職場環境を整備する等、人材の外部流出を最小限に留める工夫も継続して行っ
てまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

7
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(5）主要な事業内容（2019年11月30日現在）

事業区分 事業内容

投 資 運 用 事 業
主に不動産又は不動産信託受益権を投資対象として私募ファンドの形式で顧客の資産運用を行
う事業であり、投資戦略の企画・立案、アクイジション（投資案件の取得）、投資期間中の運
用、ディスポジション（投資案件の売却）等

投 資 銀 行 事 業
当社グループが投資主体となって投資活動を行う事業であり、安定収益が見込める賃貸不動産へ
の投資を主軸に、既存事業のプラットフォームや強みを活かしたプライベートエクイティ投資、
再生可能エネルギーをはじめとする社会インフラへの投資の他、当社グループの組成する私募フ
ァンドへの共同投資（セイムボート投資）等

(6）主要な営業所（2019年11月30日現在）

①　当社
本社 東京都千代田区

②　子会社
ファーストブラザーズキャピタル株式会社 東京都千代田区
ファーストブラザーズ投資顧問株式会社 東京都千代田区
ファーストブラザーズディベロプメント株式会社 東京都千代田区
株式会社東日本不動産 青森県弘前市

8
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(7）使用人の状況（2019年11月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況
事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減

投資運用事業・投資銀行事業 34名 10名増
全 社 （ 共 通 ） 26 6名増

合計 60 16名増
(注）１．使用人数は就業人員（契約社員を含む。）であり、使用人兼務役員は含んでおりません。

２．当社グループはセグメントごとの組織としておらず、同一の使用人が複数の事業に従事しております。
３．全社（共通）として記載されている使用人数は、総務及び経理等の管理部門の使用人であります。
４．使用人数が前連結会計年度末と比べ16名増加しましたのは、期中採用によるもの及び株式会社東日本不動産を連結子

会社化したことによるものであります。

②　当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

21名 4名増 37.8歳 4.6年
(注）１．使用人数は就業人員（契約社員を含む。）であり、使用人兼務役員は含んでおりません。

２．使用人数が前事業年度末と比べ４名増加しましたのは、主として管理部門の体制強化に伴う期中採用によるものであり
ます。

(8）主要な借入先の状況（2019年11月30日現在）

借入先 借入額
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,607,364千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 5,489,560千円
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,717,180千円
西 武 信 用 金 庫 3,366,765千円

(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 会社の現況
(1）株式の状況（2019年11月30日現在）

①　発行可能株式総数 46,000,000株

②　発行済株式の総数 14,445,000株（うち自己株式433,262株）

③　株主数 8,556名
④　大株主（上位10名）

株　   主　   名 持株数 持株比率

吉 原 知 紀 7,316,000株 52.21%

Ｇ Ｏ Ｌ Ｄ Ｍ Ａ Ｎ  Ｓ Ａ Ｃ Ｈ Ｓ  Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ 2,008,900 14.34

有 限 会 社 エ ー シ ー ア イ 786,000 5.61
ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ
（ Ｆ Ｅ － Ａ Ｃ ） 592,649 4.23

堀 田 佳 延 500,000 3.57

辻 野 和 孝 133,500 0.95

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ） 101,400 0.72

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 94,900 0.68

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 １ ） 75,200 0.54

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ２ ） 59,300 0.42

(注）１．当社は、自己株式を433,262株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2）新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第１回新株予約権
発 行 決 議 日 2014年10月29日
新 株 予 約 権 の 数 300個

新株予約権の目的となる株式の種類と数(注)１． 普通株式　60,000株
(新株予約権１個につき　　 200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額(注)１． 新株予約権１個当たり　204,000円
(１株当たり　　1,020円)

権 利 行 使 期 間 2017年11月 1 日から
2024年10月28日まで

行 使 の 条 件 （注）２.

役 員 の
保有状況(注)１．

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ）

新株予約権の数　　　 300個
目的となる株式数　60,000株
保有者数　　　　　　　　1名 

(注）１．2017年9月1日付の株式分割(1株を2株に分割)により、「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権
の行使に際して出資される財産の価額」及び「役員の保有状況」は調整されております。

２．行使の条件は、以下のとおりであります。
①　新株予約権者は、当社の普通株式が金融商品取引所に上場されるまでは、本新株予約権を行使することができない。
②　新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は使用人の地位にある（但し、

休職中でない場合に限る。）ことを要する。但し、新株予約権者が行使期間中に任期満了により退任した場合、定年
退職した場合、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権者が死亡した場合、相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。但し、新株予約権者が行
使期間中に死亡した場合であって、新株予約権者が業務上の災害等で死亡したとき、その他正当な理由があると当社
取締役会が認めたときは、この限りではない。なお、相続人による新株予約権の行使が認められる場合にも、相続人
が行使できる新株予約権は、新株予約権者が死亡時において行使可能であった新株予約権に限る。また、新株予約権
者の相続人が２人以上いる場合には、対象者の相続人は速やかに遺産分割協議書を締結し、本新株予約権の全部を承
継する者を１人に特定しなければならず、当該特定がなされるまでは相続人は本新株予約権を行使することができな
いものとする。当該相続人が死亡した場合、再度の承継は認めない。

④　新株予約権者は、本新株予約権について担保権の設定、遺贈その他一切の処分をした場合、本新株予約権を行使する
ことができない。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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(3）会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2019年11月30日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 吉 原 知 紀 ファーストブラザーズ投資顧問株式会社代表取締役社長

取 締 役 辻 野 和 孝 総務部長兼社長室長

取 締 役 堀 田 佳 延 経営企画室長

取 締 役 田 　 村 　 幸 太 郎 牛島総合法律事務所パートナー
ＰＧＩＭリアルエステート・ジャパン株式会社監査役

取 締 役 渡 辺 達 郎

常 勤 監 査 役 土 田 　 猛 ファーストブラザーズ投資顧問株式会社監査役
ファーストブラザーズキャピタル株式会社監査役

監 査 役 齋 藤 　 剛 齋藤剛税理士事務所所長
光村印刷株式会社社外監査役

監 査 役 臼 井 　 丈 司法書士臼井事務所所長

(注）１．取締役渡辺達郎氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役土田猛氏、監査役齋藤剛氏及び監査役臼井丈氏は、社外監査役であります。
３．監査役齋藤剛氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　各取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役の当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としております。
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③　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区分 員数 報酬等の額

取 締 役 ５名 134,400千円

監 査 役 ３ 14,400

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

８
（４）

148,800
（21,600）

(注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2014年２月27日開催の第10回定時株主総会において、年額500百万円以内（但し、使用人

分給与は含まない。）と決議いただいております。また別枠で、2014年10月29日開催の臨時株主総会において、ス
トック・オプションによる報酬を第１回新株予約権600個を上限として付与することを決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、2014年２月27日開催の第10回定時株主総会において、年額100百万円以内と決議いただい
ております。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地位 氏名 重要な兼職の状況

社 外 取 締 役 渡 辺 達 郎

社 外 監 査 役 土 田 　 猛 ファーストブラザーズ投資顧問株式会社監査役
ファーストブラザーズキャピタル株式会社監査役

社 外 監 査 役 齋 藤 　 剛 齋藤剛税理士事務所所長
光村印刷株式会社社外監査役

社 外 監 査 役 臼 井 　 丈 司法書士臼井事務所所長

(注）当社と、齋藤剛税理士事務所、光村印刷株式会社及び司法書士臼井事務所との間には、特別の関係はありません。社外監査
役土田猛氏の兼職先であるファーストブラザーズ投資顧問株式会社及びファーストブラザーズキャピタル株式会社は当社
の子会社であります。

ロ．当社関係者との親族関係
該当事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況
地位 氏名 出席状況及び発言状況

社外取締役 渡 辺 達 郎 当事業年度に開催された取締役会30回のうち29回に出席し、主に金融行政及
び金融業界における豊富な経験及び幅広い見識から発言を行っております。

社外監査役 土 田 　 猛 当事業年度に開催された取締役会30回全て、監査役会17回全てに出席し、主
に組織運営や監査に関する経験及び見識から発言を行っております。

社外監査役 齋 藤 　 剛 当事業年度に開催された取締役会30回全て、監査役会17回全てに出席し、税
理士としての専門的見地から発言を行っております。

社外監査役 臼 井 　 丈 当事業年度に開催された取締役会30回のうち28回、監査役会17回全てに出席
し、司法書士としての専門的見地から発言を行っております。

(注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条第２項の規定に基づき、取締役会決議があったも
のとみなす書面決議が４回ありました。

(4）会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　清友監査法人

②　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,200千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円
(注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確

に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理由
　監査役会は、日本監査役協会が公表する｢会計監査人との連携に関する実務指針｣を踏まえ、監査方針及び監査
内容などを確認し、検討した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等につき、会
社法第399条第１項の同意を行っております。
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⑤　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、会計監査人の
解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑥　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(5）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主価値の向上という観点から、内部留保資金を成長投資に充てる必要があると認識する一方で、株主
の皆様に対する利益還元を経営の重要な施策の一つと位置付けており、配当については、継続的かつ安定的に行う
とともに、会社の成長に応じて中長期的に増加させていきたいと考えております。
　当社グループの業績は、その事業の特性から、不動産市況をはじめとするマクロ経済の動向、取引の相手方の意
思決定等を含む様々な外部要因の影響を受けます。また、特に不動産投資案件については、個別案件の取引額が比
較的大きいため、特定の売買取引の成否及びその実現時期が期間損益に影響を与える結果、当社グループの業績は
短期的に大きく変動する可能性があります。
　したがって、当社は、配当額の決定に際しては、毎期の利益に連動して配当額が変動する配当性向の基準ではな
く、比較的安定かつ逓増傾向にある株主資本に連動する株主資本配当率（DOE）の基準が適切であると考えており
ます。
　前記の考え方に基づき、配当については、年１回の期末配当を短期的な業績の変動によらず継続的かつ安定的に
行うことを基本方針とし、必要な内部留保資金の水準等も考慮し、原則として株主資本配当率（DOE）2.0％を目
安としております。
　内部留保資金については、引き続き、当社が当社グループの成長の源泉として位置付け、既に事業の中核となっ
ている自己勘定投資のための資金として活用することで、更なる企業価値の向上を実現し、株主資本の増加による
株主の皆様への利益還元の拡大を目指してまいります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり21円の配当を実施いたします。
　なお、当社は、剰余金の処分の額及び剰余金の配当その他会社法第459条第１項各号に定める事項の決定は、法
令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議による旨、また、期末配当の基準日は毎年11月30日、中間配
当の基準日は毎年５月31日とする旨定款に定めております。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2019年11月30日現在） (単位：千円)

科　目 金　額

（資　産　の　部）
流 動 資 産 62,336,754

現 金 及 び 預 金 7,705,101
信 託 預 金 501,243
売 掛 金 78,907
販 売 用 不 動 産 44,365,293
仕 掛 販 売 用 不 動 産 6,315,348
貯 蔵 品 859
営 業 投 資 有 価 証 券 613,753
そ の 他 2,757,208
貸 倒 引 当 金 △962

固 定 資 産 1,532,264
有 形 固 定 資 産 572,683

建 物 及 び 構 築 物 77,572
車 両 運 搬 具 2,012
工 具 、 器 具 及 び 備 品 38,641
建 設 仮 勘 定 454,456

無 形 固 定 資 産 5,238
投 資 そ の 他 の 資 産 954,343

投 資 有 価 証 券 63,564
そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 20,986
繰 延 税 金 資 産 38,892
敷 金 及 び 保 証 金 397,921
そ の 他 432,978

資 産 合 計 63,869,019

科　目 金　額

（負　債　の　部）
流 動 負 債 5,216,888

短 期 借 入 金 1,763,000
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,398,320
ノ ン リ コ ー ス 1 年 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 15,488

未 払 法 人 税 等 55,449
株 主 優 待 引 当 金 23,000
そ の 他 1,961,630

固 定 負 債 42,355,398
長 期 借 入 金 38,182,939
ノ ン リ コ ー ス 長 期 借 入 金 598,155
繰 延 税 金 負 債 1,224,528
退 職 給 付 に 係 る 負 債 22,714
そ の 他 2,327,061

負 債 合 計 47,572,286
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 16,181,245
資 本 金 1,589,830
資 本 剰 余 金 1,913,075
利 益 剰 余 金 12,964,037
自 己 株 式 △285,698

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 14,245
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 15,549
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,303

非 支 配 株 主 持 分 101,240
純 資 産 合 計 16,296,732
負 債 純 資 産 合 計 63,869,019

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2018年12月１日から2019年11月30日まで） (単位：千円)

科　　　目 金　　　額

売 上 高 19,838,417
売 上 原 価 14,512,389
売 上 総 利 益 5,326,027
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,863,515
営 業 利 益 3,462,511
営 業 外 収 益

受 取 利 息 302
受 取 配 当 金 1,095
受 取 賃 貸 料 2,396
還 付 加 算 金 398
投 資 有 価 証 券 売 却 益 796
そ の 他 240 5,230

営 業 外 費 用
支 払 利 息 344,769
支 払 手 数 料 222,966
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 86,004
そ の 他 3,785 657,527

経 常 利 益 2,810,215
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 11,005 11,005
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 6,729
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 1,553 8,283

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,812,937
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 775,746
法 人 税 等 調 整 額 △146,254 629,492
当 期 純 利 益 2,183,445
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 59
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,183,385

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2018年12月１日から2019年11月30日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,589,830 1,913,110 11,034,423 △285,698 14,251,667

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △252,211 △252,211

親会社株主に帰属する当期純利益 2,183,385 2,183,385

連結子会社株式の売却による持分の増減 △35 △35

連結子会社増加による利益剰余金減少額 △1,560 △1,560

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － △35 1,929,614 － 1,929,578

当連結会計年度末残高 1,589,830 1,913,075 12,964,037 △285,698 16,181,245

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価

差額金 繰延ヘッジ損益 その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 31,075 － 31,075 542 14,283,284

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △252,211

親会社株主に帰属する当期純利益 2,183,385

連結子会社株式の売却による持分の増減 △35

連結子会社増加による利益剰余金減少額 △1,560

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額) △15,525 △1,303 △16,829 100,698 83,869

当連結会計年度変動額合計 △15,525 △1,303 △16,829 100,698 2,013,447

当連結会計年度末残高 15,549 △1,303 14,245 101,240 16,296,732

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2019年11月30日現在） (単位：千円)

科　目 金　額

（資　産　の　部）
流 動 資 産 6,429,186

現 金 及 び 預 金 3,570,034
貯 蔵 品 238
前 払 費 用 23,449
営 業 投 資 有 価 証 券 511,252
未 収 入 金 145,887
預 け 金 1,182,985
そ の 他 995,773
貸 倒 引 当 金 △434

固 定 資 産 20,666,142
有 形 固 定 資 産 96,701

建 物 62,326
工 具 、 器 具 及 び 備 品 34,375

無 形 固 定 資 産 4,570
ソ フ ト ウ エ ア 4,570

投 資 そ の 他 の 資 産 20,564,870
投 資 有 価 証 券 62,972
関 係 会 社 株 式 2,894,710
そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 17,302,596
出 資 金 16,500
関 係 会 社 出 資 金 38,062
繰 延 税 金 資 産 3,344
敷 金 及 び 保 証 金 229,664
そ の 他 17,020

資 産 合 計 27,095,329

科　目 金　額

（負　債　の　部）
流 動 負 債 5,234,105

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 282,036
未 払 金 3,934,304
未 払 法 人 税 等 24,635
預 り 金 967,683
株 主 優 待 引 当 金 23,000
そ の 他 2,445

固 定 負 債 6,657,406
長 期 借 入 金 6,634,952
デ リ バ テ ィ ブ 債 務 22,454

負 債 合 計 11,891,511
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 15,206,153
資 本 金 1,589,830
資 本 剰 余 金 1,913,110

資 本 準 備 金 1,559,830
そ の 他 資 本 剰 余 金 353,280

利 益 剰 余 金 11,988,909
そ の 他 利 益 剰 余 金 11,988,909

繰 越 利 益 剰 余 金 11,988,909
自 己 株 式 △285,698

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △2,335
その他有価証券評価差額金 △2,335
純 資 産 合 計 15,203,817
負 債 純 資 産 合 計 27,095,329

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2018年12月１日から2019年11月30日まで） (単位：千円)

科　　　目 金　　　額

売 上 高 4,937,640
売 上 原 価 9,622
売 上 総 利 益 4,928,017
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 785,552
営 業 利 益 4,142,464
営 業 外 収 益

受 取 利 息 249
受 取 配 当 金 135
受 取 設 備 使 用 料 17,760
受 取 賃 貸 料 2,396
投 資 有 価 証 券 売 却 益 796
そ の 他 85 21,423

営 業 外 費 用
支 払 利 息 34,683
支 払 手 数 料 142,642
為 替 差 損 3,200
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 14,865
そ の 他 585 195,977

経 常 利 益 3,967,910
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,935
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,606 6,541

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,038
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 1,553 3,592

税 引 前 当 期 純 利 益 3,970,859
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 143,257
法 人 税 等 調 整 額 38,524 181,782
当 期 純 利 益 3,789,076

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2018年12月１日から2019年11月30日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 　 　 計資本準備金 そ 　 の 　 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 　 　 　 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 　 　 　 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,589,830 1,559,830 353,280 1,913,110 8,452,044 8,452,044 △285,698 11,669,287

当期変動額

剰余金の配当 △252,211 △252,211 △252,211

当期純利益 3,789,076 3,789,076 3,789,076

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － 3,536,865 3,536,865 － 3,536,865

当期末残高 1,589,830 1,559,830 353,280 1,913,110 11,988,909 11,988,909 △285,698 15,206,153

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 13,167 13,167 11,682,455

当期変動額

剰余金の配当 △252,211

当期純利益 3,789,076

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △15,503 △15,503 △15,503

当期変動額合計 △15,503 △15,503 3,521,362

当期末残高 △2,335 △2,335 15,203,817

(注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年１月16日

ファーストブラザーズ株式会社
取締役会　御中

清友監査法人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 人 見 敏 之 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市 田 知 史 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ファーストブラザーズ株式会社の2018年12月１日から2019年
11月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ファ
ーストブラザーズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年１月16日

ファーストブラザーズ株式会社
取締役会　御中

清友監査法人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 人 見 敏 之 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 市 田 知 史 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ファーストブラザーズ株式会社の2018年12月１日から
2019年11月30日までの第16期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2018年12月1日から2019年11月30日までの第16期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年１月17日
ファーストブラザーズ株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 土 田 　 猛 ㊞
社 外 監 査 役 齋 藤 　 剛 ㊞
社 外 監 査 役 臼 井 　 丈 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議　　案 取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏  　名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

1

よし
吉

はら
原

とも
知

き
紀

(1970年５月18日)

再 任
取締役在任年数：16年

1993年 4 月 三井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）
入社

7,316,000株

2001年 5 月 株式会社モルガン・スタンレー・プロパティーズ・ジャ
パン（現 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社）
入社

2004年 2 月 当社代表取締役社長就任（現任）
2008年11月 エフビープロパティーズ株式会社（現　ファーストブラ

ザーズキャピタル株式会社）代表取締役社長就任
2011年 6 月 エフビーエーエム準備会社株式会社（現　ファーストブ

ラザーズ投資顧問株式会社）代表取締役社長就任（現任）
2017年10月 Ａｌｌｅｙ株式会社代表取締役社長就任
（重要な兼職の状況）

ファーストブラザーズ投資顧問株式会社代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
当社グループの創業者として、当社設立時より代表取締役社長として当社の経営を担っ
ております。これまでの当社経営に関する豊富な経験・見識と強いリーダーシップによ
り、当社グループ経営の推進とさらなる企業価値の向上に貢献できるものと判断したた
め、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。

26

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

氏  　名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

2

つじ
辻

の
野

かず
和

たか
孝

(1968年12月５日)

再 任
取締役在任年数：11年

1991年 4 月 三井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）
入社

133,500株

2001年 5 月 株式会社モルガン・スタンレー・プロパティーズ・ジャ
パン（現 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社）
入社

2003年 9 月 青山リアルティー・アドバイザーズ株式会社取締役就任
2006年 2 月 当社入社
2008年 5 月 当社取締役就任　リスクマネジメント部部長代理
2009年12月 当社取締役　リスクマネジメント部長
2011年12月 当社取締役　総務部長
2015年 6 月 当社取締役　総務部長兼社長室長（現任）

（取締役候補者とした理由）

不動産投資分野における豊富な経験・実績を有するとともに、取締役として長年にわた
り当社総務・リスク管理部門を管掌し、当社グループの経営管理に関し豊富な経験・実
績を有しております。これらを活かすことで、当社グループの持続的な企業価値の向上
に貢献できるものと判断したため、引き続き取締役としての選任をお願いするもので
す。

3

ほっ
堀

た
田

よし
佳

のぶ
延

(1969年11月22日)

再 任
取締役在任年数：14年

1993年 4 月 三井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）
入社

500,000株

2001年10月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）入所
2003年 8 月 株式会社さくら綜合事務所入所
2004年11月 当社入社　経営管理部長
2005年 9 月 当社取締役就任　経営管理部長
2006年10月 当社取締役　経営企画室長（現任）
2013年 6 月 ファーストスタンダード投資顧問株式会社代表取締役社

長就任（現任）
2016年12月 一般社団法人ふじのくに小山ホールディングス代表理事

就任

（取締役候補者とした理由）
公認会計士としての専門知識を有するとともに、取締役として長年にわたり当社経営企
画・財務経理部門を管掌し、当社グループの事業に関し豊富な経験・実績を有しており
ます。これらを活かすことで、当社グループの持続的な企業価値の向上に貢献できるも
のと判断したため、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。
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候補者
番　号

氏  　名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

4

た
田

 
　

むら
村

 
　

こう
幸

た
太

ろう
郎

(1957年１月31日)

再 任
取締役在任年数：14年

1983年 4 月 弁護士登録

40,000株

1985年 4 月 牛島法律事務所（現 牛島総合法律事務所）入所
1990年 1 月 同所パートナー就任（現任）
2005年 9 月 当社取締役就任（現任）
2008年 9 月 プルデンシャル・リアルエステート・インベスターズ・

ジャパン株式会社（現 ＰＧＩＭリアルエステート・ジャ
パン株式会社）監査役就任（現任）

2018年10月 株式会社センターポイント・ディベロップメント監査役
就任（現任）

（重要な兼職の状況）
牛島総合法律事務所パートナー
ＰＧＩＭリアルエステート・ジャパン株式会社監査役

（取締役候補者とした理由）
弁護士としての専門知識と、国土交通省不動産投資市場政策懇談会座長を務める等、不
動産投資分野における卓越した見識と豊富な経験を有することから、当社グループの健
全かつ効率的な経営の推進に貢献されるものと判断したため、引き続き取締役としての
選任をお願いするものです。

5

わた
渡

なべ
辺

たつ
達

お
郎

(1948年４月３日)

再 任
社外取締役在任年数：６年

1972年 4 月 大蔵省（現 財務省）入省

－

2001年 7 月 金融庁証券取引等監視委員会事務局長就任
2002年 6 月 預金保険機構理事就任
2004年 6 月 日本証券業協会専務理事就任
2005年 6 月 株式会社ジャスダック証券取引所（現 株式会社大阪取引

所）社外取締役就任
2005年 7 月 日本証券業協会副会長就任
2009年 2 月 在アラブ首長国連邦特命全権大使就任
2012年10月 公益財団法人金融情報システムセンター常務理事就任
2014年 2 月 当社社外取締役就任（現任）
2014年 6 月 公益財団法人金融情報システムセンター理事長就任

（社外取締役候補者とした理由）
過去に社外取締役となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません
が、金融行政及び金融業界における豊富な経験や幅広い見識等を有していることから、
社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き社外取締役
としての選任をお願いするものです。

(注)１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．吉原知紀氏は、当社の親会社等に該当します。同氏は、同氏の子会社等である有限会社エーシーアイにおいて代

表取締役社長の地位にあります。そのほか、取締役候補者の現在又は過去５年間の親会社等（吉原知紀氏）又は
その子会社等での業務執行者としての地位及び担当は、上記表中の「略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状
況」に含めて記載しております。また、上記に含まれないものとしては、以下のとおりです。
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　　吉原知紀氏は、ファーストブラザーズキャピタル株式会社及び株式会社東日本不動産の取締役を兼務しておりま
す。また、過去5年間においては、株式会社東日本不動産の取締役会長を兼務しておりました。辻野和孝氏は、
ファーストブラザーズ投資顧問株式会社の取締役内部監査室長、ファーストブラザーズキャピタル株式会社及び
株式会社東日本不動産の取締役を兼務しております。また、過去5年間においては、Ａｌｌｅｙ株式会社の取締
役を兼務しておりました。堀田佳延氏はファーストブラザーズキャピタル株式会社及びファーストブラザーズ
投資顧問株式会社の取締役を兼務しております。

３．渡辺達郎氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は、田村幸太郎氏及び渡辺達郎氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第
１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定でありま
す。

５．当社は、渡辺達郎氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が
承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会 場
東京都千代田区丸の内二丁目７番２号　ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス ホール１
電話 03-5222-1800

丸の内中央口
丸の内南口

東京駅
丸の内北口

丸ビル 新丸ビル 三菱UFJ
信託銀行本店

丸の内二丁目
ビル

三菱ビル

東京ビル
TOKIA

三菱UFJ
銀行本店

日比谷通り
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和田倉門

東京海上
日動ビル三菱

商事
ビル

日本生命
丸の内ビル

郵船
ビル

千代田線　二重橋前＜丸の内＞駅 都営三田線　大手町駅
大手町

丸ノ内線　東京駅

東
西
線
　
大
手
町
駅

J
R
京
葉
線
　
東
京
駅

至有楽町

丸の内オアゾ

丸の内
センタービル

アトリウム

東京シティアイ

東京中央郵便局
ゆうちょ銀行

本店

JR
東京駅

JPタワー ホール＆カンファレンス
（KITTE ４階）

（KITTE 1階 拡大図）

エレベーター

馬場先門

ＪＲ 地下鉄

ＪＲ「東京駅」丸の内南口…………………………徒歩約１分 東京メトロ丸ノ内線「東京駅」………………地下道より直結

ＪＲ京葉線「東京駅」………………………………徒歩約３分 東京メトロ千代田線「二重橋前＜丸の内＞駅」…徒歩約２分

都営地下鉄三田線「大手町駅」……………………徒歩約４分

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

地図


